













































































































































































































































































































































































































































































































れる。          
（4） 小括
　以上の検討をまとめると次のとおりになる。職務分担のある場合，分担事項
については各分担者が自身の判断のみで行うことが認められている。損失を共
同負担するという意図はなく，損失がある職務分担事項から生じたものであれ
ば，善管注意義務違反の有無に関わらず当該分担者が負担するというのが，当
事者の通常の意図である。よって，協働者内の損失負担の問題については，職
務分担を基準にして考えるべきである。
　しかし，現実にはこの整理でもすんなり解決しない場合はあろう。というの
は，損失がいずれの職務から発生したものか判然としない場合やそれぞれの職
務が重なっている部分から損失が生じた場合があるように思われるからであ
る。そうした場合の現実的な解決としては各人の関与度合を考慮しつつ，損失
負担を協議することになろう。職務分担をより円滑に進めるためには，緻密に
職務分担を合意しておくことが必要であろう。
Ⅴ．結び
　本稿では，職務分担のある場合の信託スキームについて，複数受託者型と指
図者型を比較しつつ，責任を論じてきた。このように法的構成は違うものの，
同じような機能を有するスキームがある場合に，二つの主張が成り立ちうる。
つまり，同じような機能を有する以上同じ結論となるべきであるという考え方
と，逆に，異なる法的構成をわざわざ採用している以上はその違いを認識して
いるのだから結論が異なってしかるべきだという考え方である。そういう観点
から見れば，本稿におけるⅡ（受益者に対する責任）とⅣ（協働者内の責任分
担）の部分は同じ結論になるべきであるが，Ⅲ（職務分担者が行った取引の対
外的責任）の部分は若干の差異が生じても仕方がないというのが，現時点での
筆者の結論である。
　指図者型と複数受託者型を比較すれば，複数受託者型がわかりやすいスキー
ムであることは否めない。信託法に職務分担型の規律が整備された現在は，法         
的構成も明確になっている。これからは，複数の者が協働する形態として，職
務分担のある複数受託者型の利用局面が増えていくのではないかと思われる。
　ただ，現状の職務分担型スキームでは，受益者（投資家）への職務分担の開
示が不充分である場合や，協働者間でも明確な職務分担のされていない部分が
残っている場合があるように思われる。そういう場合には，本稿で述べた職務
分担に基づく解決を徹底することが難しくなる。今後一層職務分担のスキーム
を推し進めるためには，より緻密な職務分担の取り決めと明確な開示が必要と
なろう。
　委託会社や投資顧問会社が受託者になるとすれば，これらの者は業として
行っているから信託業者になり，信託業法または兼営法の規制をうけることに
なる28。現実に指図者型という信託法の受託者にならない形が発展してきたこ
との背景には，これを回避したいという意向が，両業界側あるいは監督官庁側
にあったようにも推察されるが，仮にそうした業者規制のタテ割が，スキーム
を歪めていたとすれば，不幸なことである。しかし，長年こうしたスキームが
行われ，定着化している以上は過去の経緯について論評していても仕方がない。
スキームとしての法的構成を明らかにし，様々な問題が発生したときの解決方
法を用意しておくことが，スキームの提供者側にとっても，利用する側にとっ
ても重要だと考える。本稿での検討がその一助になれば幸いである。
（本稿は，日本学術振興会からの科学研究費補助金（基盤研究（C）「複数の事
業者が協働する金融商品の責任分担」［JSPS科研費 22530078］）の助成による
研究成果の一部である。）
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